
ロックウール工業会 

技術資料 1－201１ 

       システム天井構成部材の強度基準  2011.9.1 

1 適用範囲 

この規格は、JIS A 1445 [システム天井構成部材の試験方法]9 耐荷重試験 における各試験の性能値による、

システム天井構成部材の耐荷重強度の評価基準について規定する。その他の適用範囲は同規格に準じる。 

 

2 適用条件 

 
2.1 強度項目と適用構成部材 

適用する強度の種類と構成部材を表１－強度項目及び適用構成部材に示す。 

表 1－強度項目及び適用構成部材 

適 用 構 成 部 材 

部 材 接合部 

 

強度項目 
T バー H バー 

T ハンガ 
CT ハンガ 
CH クリップ 
T バー継手接合 
 金物 
T バークロス接合

 金物 

T バー継手 
 接合部 
T バークロス 
接合部 

T ハンガ接合部 
CT ハンガ接合部 
CH クリップ 
接合部 

適用 

試験 

箇条 

曲げ ○ ○ ― ― 9.2 

引張 ― ― ○ ○ 9.3 

圧縮 ― ― ○ ― 9.4 

強
度 

せん断 ― ― 

 

○ ― 9.5 

注記 表中の“○”は規定する強度項目，“－”はこの規格で規定していない項目を示す。 

注a) 適用試験箇条は、JIS A 1445における試験箇条を示す。 
2.2 適用する性能値 

当該する各試験の性能値は、曲げ強度サンプル数３の平均値、引張強度、圧縮強度及びせん断強度は、サン

プル数３の最低値とする。ただし、各々のデータ平均値からのバラツキは±10％以内とする。平均値からのバラ

ツキが 10％を超える場合は、更にサンプル数３の試験を実施し、サンプル数６の平均値（曲げ強度）及び最低

値（引張強度、圧縮強度及びせん断強度）とする。 

 

3 曲げ強度 

T バー及び H バーは鉛直方向のたわみ量が、表 2－T バー及び H バーのたわみ量の許容値を満たすこと。たわ
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み量は，JIS A 1445 9.2 曲げ試験 により求めた曲げ剛性（EI）により式(1),(2),(3),(4)で求める。l は T バ

ー（メイン T バー及びクロス T バー）または、H バーの支持間隔とする。 

表 2－T バー及び H バーのたわみ量の許容値  

水準            たわみ量の許容値     適用 

レベル１ l /800ｍｍ、 かつ、Tバーと H バー及びメイン Tバーとクロス Tバー

のたわみ量の合計は 4ｍｍ 

Ｔバー及びＨバー 

l が 1600ｍｍ以下 

レベル２ l /600ｍｍ、 かつ、グリッドタイプの場合はメイン Tバーとクロス T

バーのたわみ量の合計は 4.5ｍｍ 

Ｔバー 

l が 1280ｍｍ以下 

レベル３ l /400ｍｍ、 かつ，グリッドタイプの場合はメイン Tバーとクロス T

バーのたわみ量の合計は 5ｍｍ 

Ｔバー 

l が 1280ｍｍ以下 

 

a) メイン T バーのたわみ量 

・分布荷重によるたわみ  

EI
Pl

384

3

=イδ ································································································(1) 

 ・集中荷重によるたわみ 

 
EI

Pl
192

3

=ロδ ·······························································································(2) 

 

ｂ） クロス T バー及び H バーのたわみ量 

 ・分布荷重によるたわみ  

EI
Pl

384
5 3

=ハδ ································································································(3) 

・集中荷重によるたわみ 

EI
Pl

48

3

1 =δ ···································································································(4) 

 

ここに， EI： T バー又は H バーの曲げ剛性（Nmm2）（鉛直方向） 

 P： T バー又は H バーの負担荷重（N） 

ラインタイプの T バーの場合は、平均荷重を 69N/㎡に T バ

ーの自重を加えたもの、H バーの場合は 69N/㎡、グリッドタ

イプの Tバーの場合は 110N/㎡とし負担面積あたりの荷重を

求める。 

 l ： T バー又は H バーの支持間隔（mm） 
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4 引張強度 

4.1 T バー継手接合部 

JIS A 1445 9.3 引張試験 により求めた T バー継手接合部の引張強度は、表 3－T バー継手接合部に要求され

る引張強度を満足すること。 

表 3－T バー継手接合部に要求される引張強度 

水準 引張強度             適用 

レベル１ 713N 以上 T バーの支持間隔が 1600ｍｍ以下 

 レベル２ 563N 以上 T バーの支持間隔が 1600ｍｍ以下 

 レベル３ 475N 以上 T バーの支持間隔が 1280ｍｍ以下 

4.2 T バークロス接合部 

JIS A 1445  9.3 引張試験 により求めた T バークロス接合部の引張強度は、表４－T バークロス接合部に要

求される引張強度を満足すること。 

表 4－T バークロス接合部に要求される引張強度 

水準 引張強度             適用 

 レベル１ 845N 以上 T バーの支持間隔が 1600ｍｍ以下 

 レベル２ 541N 以上 T バーの支持間隔が 1280ｍｍ以下 

4.3 T ハンガ接合部 

JIS A 1445  9.3 引張試験 により求めた T ハンガ接合部の引張強度は、表 5－T ハンガ接合部に要求される引

張強度を満足すること。 

表 5－T ハンガ接合部に要求される引張強度 

水準 引張強度             適用 

レベル１ 1408N 以上 T バーの支持間隔（Tハンガの間隔）が 1600ｍｍ以下 

レベル２ 901N 以上 T バーの支持間隔（Tハンガの間隔）が 1280ｍｍ以下 

4.4 CT ハンガ接合部 

JIS A 1445  9.3 引張試験 により求めた CT ハンガ接合部の引張強度は、表 6－CT ハンガ接合部に要求され

る引張強度を満足すること。 

表 6－CT ハンガ接合部に要求される引張強度 

水準 引張強度             適用 

レベル１ 1408N 以上 T バーの支持間隔（CT ハンガの間隔）が 1600ｍｍ以下 

レベル２ 901N 以上 T バーの支持間隔（CT ハンガの間隔）が 1280ｍｍ以下 

4.5 CH クリップ接合部 

JIS A 1445  9.3 引張試験 により求めた CH クリップ接合部の引張強度は、表 7－CH クリップ接合部に要求され

る引張強度を満足すること。 

表 7－CH クリップ接合部に要求される引張強度 

引張強度              適用 

221N 以上 H バーの支持間隔が 1600ｍｍ以下 
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5 圧縮強度 

5.1 T バー継手接合部 

 JIS A 1445  9.4 圧縮試験 により求めた T バー継手接合部の圧縮強度は、表 8－T バー継手接合部に要求さ

れる圧縮強度を満足すること。 

表 8－T バー継手接合部に要求される圧縮強度 

水準 圧縮強度            適用 

 レベル１ 563N 以上 T バーの支持間隔が 1600ｍｍ以下 

 レベル２ 475N 以上 T バーの支持間隔が 1280ｍｍ以下 

5.2 T バークロス接合部 

JIS A 1445 9.4 圧縮試験 により求めた T バークロス接合部の圧縮強度は、表 9－T バークロス接合部に要求さ

れる圧縮強度を満足すること。 

表 9－T バークロス接合部の圧縮強度 

水準 圧縮強度            適用 

 レベル１ 845N 以上 T バーの支持間隔が 1600ｍｍ以下 

 レベル２ 541N 以上 T バーの支持間隔が 1280ｍｍ以下 

6 せん断強度 

6.1 T バー継手接合部 

JIS A 1445  9.5 せん断試験 により求めた T バー継手接合部の鉛直方向のせん断強度は、表 10－T バー継手

接合部に要求されるせん断強度（鉛直方向）を満足すること。 

表 10－T バー継手接合部に要求されるせん断強度（鉛直方向） 

水準 せん断強度（鉛直方向）            適用 

 レベル１ 704N 以上 T バーの支持間隔が 1600ｍｍ以下 

 レベル２ 451N 以上 T バーの支持間隔が 1280ｍｍ以下 

6.2 T バークロス接合部 

JIS A 1445 9.5 せん断試験 により求めた T バークロス接合部の鉛直方向のせん断強度は、表 11－T バー継手接

合部に要求されるせん断強度(鉛直方向)を満足すること。 

表 11－T バークロス接合部に要求されるせん断強度（鉛直方向） 

水準 せん断強度（鉛直方向）            適用 

 レベル１ 704N 以上 T バーの支持間隔が 1600ｍｍ以下 

 レベル２ 451N 以上 T バーの支持間隔が 1280ｍｍ以下 
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ロックウール工業会 

技術資料 1－201１ 

       システム天井構成部材の強度基準 解説  2011.9.1 

1  制定の背景 

  この規格は，JIS A 1445  9 耐荷重試験において，当工業会においてその各々の試験結果から求めた性能値

の評価基準を定めたものである。これまでこれらの耐荷重試験の性能値の評価基準は定められておらず、その他

のまとまったシステム天井の強度性能の規格もない。平面性や安全性に関する品質確保の要求が高いため、今回

T バー及び H バーのたわみと各部材及びその接合部の強度の評価基準を定めた。 

 

2  適用範囲 

  解説図1に示すラインタイプ，ライン長尺タイプ，グリッドタイプ及び口の字タイプが、現状使用されている主なシステム

天井であり、これらに使用されるシステム天井構成部材が対象である。これらのシステム天井構成部材はそれぞれのタイ

プのシステム天井に共通に使用されるものもある。これらの標準的なシステム天井の固定荷重（システム天井の自重+設

備類の荷重）は、全て１１０Ｎ/㎡以下である。ラインタイプ，ライン長尺タイプ，口の字タイプのＴバーの支持間隔は 1600

ｍｍが最大であり、Ｈバーの支持間隔1600ｍｍが最大である。グリッドタイプはモジュールが６００ｍｍと６４０ｍｍが標準で

あり、Ｔバーの支持間隔は 1280ｍｍが最大である。 

野縁受け

つりボルト

点検口

ハンガ

Ｈバー

野縁受け

Ｔバー

照明器具

つりボルト

ハンガ

点検口

Ｈバー

照明器具

Ｔバー

野縁受け

照明器具

つりボルト

天井パネル

Ｔハンガ

メインＴバー

クロスＴバー

クロスＴバー

1)　ラインタイプの例

Ｈバー

つりボルト

照明器具

Ｔバー

2)　ライン長尺タイプの例

3)　グリッドタイプの例 4)　ロの字タイプの例

天井パネル

天井パネル

ＣＨクリップ

ＣＴハンガ

天井パネル

Ｔハンガ

メインＴバー

 

解説図 1－システム天井の種類 
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3  曲げ強度 

JIS A 1445 9.2 曲げ試験により求めた曲げ剛性（EI）（鉛直方向）により T バーとＨバーのたわみ量を求める。支持

間隔は、各天井の標準タイプの最大のものとしグリッドタイプの代表値として 1280ｍｍ，ラインタイプの代表値として 1600

ｍｍとした。グリッドタイプのＴバーが負担する固定荷重も同様に各天井の標準タイプの最大のものとし 110Ｎ/㎡，ライン

タイプのＴバー及びＨバーが負担する固定荷重は同様に 69Ｎ/㎡ とした。固定荷重はシステム天井の自重にシステム

天井に搭載される照明、空調、スピーカー、センサー類の設備の荷重を加えたものである。たわみ量の水準は国内で最

も厳しい l /800ｍｍ，海外の基準 /400ｍｍ及びその中間の /600ｍｍ（ は支持間隔）とした。また、基準点（メインＴバ

ーの支持点）に対する最大のたわみ量として、メインＴバーとクロスＴバー、または、Ｈバーのたわみ量の合計の値とした。 

l l l

3.1 グリッドタイプのメインＴバー及びクロス T バーのたわみ量 

解説図 2 にグリッドタイプの例の図を示す。固定荷重は全て等分布荷重であるがロ部範囲の荷重は、同クロスＴバー

の支持部の a 部に集中荷重となり、ニ部範囲の荷重は、同クロスＴバーの支持部のｂ部に集中荷重となる。ｃ部は基準点

に対して最大のたわみとなる点であり，メイン T バーの a 部のたわみ量にクロス T バーのｂ部のたわみ量を加えたたわみ

量に等しくなる。それぞれのたわみ量は次の（1）～（7）の式で求める。メイン T バーは連続的に支持されているため両端

固定支持の条件とし、クロス T バーは両端ピン支持の条件とした。 

a）  a 部メイン T バーのたわみ量（δ １） 

     ・イ部（分布荷重）によるたわみ  

EI
Pl

384

3

=イδ ································································································(1) 

   ・ロ部（集中荷重）によるたわみ 

EI
Pl

192

3

=ロδ ·································································································(2) 

・a 部メイン T バーのたわみ量（δ ２） 

 δ １= δ イ+δ ロ ····························································································(3) 

b) ｂ部クロス T バーのたわみ量（ 2δ ） 

・ハ部（分布荷重）によるたわみ  

EI
Pl

384
5 3

=ハδ ································································································(4) 

     ・二部（集中荷重）によるたわみ 

EI
Pl

48

3

=ニδ ··································································································(5) 

   ・ｂ部クロス T バーのたわみ量（δ １） 

 δ ２= δ ハ+δ ニ ··························································································(6) 

c) ｃ部のたわみ量（ 3δ ） 

  3δ ＝ 1δ  + 2δ ······················································································(7) 

凡例，

 

EI： 曲げ剛性（Nmm2）JIS A 1445  9.2 曲げ試験により求めた T バーの

EI（鉛直方向）の平均値（Nmm2） 
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 P： T バーの負担荷重（N） 

荷重は 110N/㎡とし負担面積（解説図 2）あたりの荷重を求める。 

 l ： T バーの支持間隔（mm） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      

 

 

 

 

 

      

 
解説図 2－グリッドタイプ（ ＝1280）の例 l

12801280

1
2
8
0

1
2
8
0

18
10

メインTバー メインTバー

イ

ロ

ハ

ニ

ａ

ｂ

ｃ

メインTバー

吊り元

   
3.2 ラインタイプのメインＴバー，および，H バーのたわみ量 

解説図 3 にラインタイプの例の図を示す。固定荷重（69Ｎ/㎡） が等分布荷重としてメイン T バー、および、H バーに

負荷する。ｃ部は基準点に対して最大のたわみとなる点であり、メイン T バーの a 部のたわみ量に H バーのｂ部のたわみ

量を加えたたわみ量に等しくなる。れぞれのたわみ量は次の（8）～（10）の式で求める。メインTバーは連続的に支持され

ているため両端固定支持の条件とし、H バーは両端ピン支持の条件とした。 

) a 部 T バーのたわみ量（ 1δ ） 

       ・イ部（分布荷重）によるたわみ  

EI
Pl

384

3

1 =δ ································································································(8) 

b)  b 部 H バーのたわみ量（δ ２） 

     ・ロ部（分布荷重）によるたわみ量  

EI
Pl

384
5 3

2 =δ ································································································(9) 

c) ｃ部のたわみ量（ 3δ ） 

 3δ ＝ 1δ  + 2δ  ··················································································(10) 
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ここに， EI： 曲げ剛性（Nmm2） JIS A 1445  9.2 曲げ試験により求めた T バー又は H バ

ーの EI（鉛直方向）の平均値（Nmm2） 

 P： T バー又は H バーの負担荷重（N） 

荷重は 67N/㎡とし負担面積（解説図 3）あたりの荷重を求める。 

 l ： T バー又は H バーの支持間隔（mm） 

 

 

ロ

Cチャンネル

1600

a

1600 

16
00

  
16

00
  

Ｔバー Hバー 

b

c

2262 

イ 

a

吊り元

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解説図 3－ラインタイプ（ l ＝1600）の例  

 

        

3.3 実際のたわみ量との差異 

  実大の天井のたわみ量の測定値と本式によるたわみ量の計算値を比較すると、測定値の平均値は計算値よりも 10～ 

２０％小さい。実際のたわみ量が計算値よりも小さくなった理由は JIS A 1445 9.2 曲げ試験では T バーや H バーは 

単品で試験するため、自由に捩れ反りが発生するが、実際の施工状態ではTバーやHバーは天井パネルに両側を拘束 

されるため、捩れや反りが発生しにくいことが影響していると考えられる。また、実際の測定値はメイン T バーの継手接合 

部の位置によりたわみ量に差が生じた。これは継手接合部は剛接合ではないためその影響を受けていることが考えられ 

る。 

4  要求される強度（F） 
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 システム天井構成部材に要求される強度（引張、圧縮、せん断）は，使用時に負荷する鉛直方向の固定荷重

と地震時に負荷する水平方向の荷重に安全性を考慮した係数を乗じて式(11)により求める。係数は使用時に負荷

する鉛直方向の固定荷重の場合は５、地震時の水平方向の荷重の場合は破断時に部材が直接落下にいたる場合は

３とし，それ以外は１又は 1.5 とした。 

 
F = Wα ······································································································· (11) 

ここに， W： システム天井構成部材の負担荷重（N） 

システム天井構成部材が負担する固定荷重、または、地震時

に作用する部分の荷重を110N/㎡とし負担面積あたりの荷重

を求める。 

 α： 係数 

 

解説表１－T バー継手接合部に要求される引張強度 

水準 W 及びα 

レベル１ W＝1.2ｍ×3.6ｍ×110N/㎡，α＝１.5 

 レベル２ W＝1.6ｍ×3.2ｍ×110N/㎡，α＝１ 

 レベル３ W＝1.2ｍ×3.6ｍ×110N/㎡，α＝１ 

 

解説表 2－T バークロス接合部に要求される引張強度 

水準 W 及びα 

 レベル１ W＝1.6ｍ×1.6ｍ×110N/㎡，α＝3 

 レベル２ W＝1.28ｍ×1.28ｍ×110N/㎡，α＝3 

 

解説表 3－T ハンガ接合部に要求される引張強度 

水準 W 及びα 

レベル１  W＝1.6ｍ×1.6ｍ×110N/㎡，α＝5 

レベル２ W＝1.28ｍ×1.28ｍ×110N/㎡，α＝5 

               

解説表 4－CT ハンガ接合部に要求される引張強度 

水準 W 及びα 

レベル１ W＝1.6ｍ×1.6ｍ×110N/㎡，α＝5 

レベル２ W＝1.28ｍ×1.28ｍ×110N/㎡，α＝5 

 

解説表 5－CH クリップ接合部に要求される引張強度 

W 及びα 

W＝0.4ｍ×1.6ｍ×69N/㎡，α＝5 
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解説表 6－T バー継手接合部に要求される圧縮強度 

水準 W 及びα度 

 レベル１ W＝1.6ｍ×3.2ｍ×110N/㎡，α＝１ 

 レベル２ W＝1.2ｍ×3.6ｍ×110N/㎡，α＝１ 

   

解説表 7－T バークロス接合部に要求される圧縮強度 

水準 W 及びα 

 レベル１ W＝1.6ｍ×1.6ｍ×110N/㎡，α＝3 

 レベル２ W＝1.28ｍ×1.28ｍ×110N/㎡，α＝3 

 

解説表 8－T バー継手接合部に要求されるせん断強度（鉛直方向） 

水準 W 及びα 

 レベル１ W＝1.6ｍ×0.8ｍ×110N/㎡，α＝5 

 レベル２ W＝1.28ｍ×0.64ｍ×110N/㎡，α＝5 

     

    解説表 9－T バークロス接合部に要求されるせん断強度（鉛直方向） 

水準 W 及びα 

 レベル１ W＝1.6ｍ×0.8ｍ×110N/㎡，α＝5 

 レベル２ W＝1.28ｍ×0.64ｍ×110N/㎡，α＝5 

 


